
 

図 7.7 全国健康保険協会 特定健診・特定保健指導の計画策定から評価までのフロー（H23) 
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事業所への案内文書送付
　・優先順位に従い、事業所に保健指導の案内を送る。（実施履歴がない事業所、対象者
　　が多い事業所等）。
　・保健指導対象者には階層化通知を送り、保健指導を受ける動機づけを高める。

事業主・担当者と打ち合わせ
　・メタボリックシンドロームの改善の重要性、健康づくりと経営、安全配慮義務など多面的
　　に事業主や担当者に対して勧奨をする。

健康職場づくりへのアプローチ

受診勧奨支
援システム

≪搭載情報≫
・業種・従業員数など基本情報
・健診受診状況
・保健指導利用状況
・外部委託機関による保健指導
　実施状況
・訪問可能時期や時間、訪問場
　所、考慮すべき勤務シフトなど
　訪問に不可欠な情報
・事業所の課題と解決策、支援
　状況　　　など

事業所健康
診断書

特定健診・保健指導事業計画策定
・５カ年計画の策定
・単年度計画の策定…協会けんぽの運営方針に沿って、支部ごとに実施計画を策定
・非肥満でリスクがある者や受診勧奨域だが受診しない者等に対する保健指導計画を策定
・事業主等に対する周知方法、利用勧奨計画の策定

特定健診の実施
【被保険者】

　①生活習慣病予防健診（特定健診項目含む）を契約健診実施機関　（○機関）で実施

　　《情報提供》
　　・健診機関が作成する健診結果の中に、結果の解　説及び生活習慣病の特性や生活習慣

　　　改善に関するチラシ等を同封する

　

　②事業者健診データの取得（事業主から提供）

　　　XML形式、CSV形式で取得する。（CSVをExcelから作成するツールをホームページで公開

　　　している。）

【被扶養者】　　 集合契約A、B、個別契約により実施

健診結果登録・階層化
　・保健事業システムに健診結果を登録し、階層化をする。

○協会保健師等による保健指導

○外部保健指導機関への委託
　　　外部保健指導機関と個別契約を結び、健診当日、事業所訪問を中心に実施。

保健指導
支援システム

【事前準備】
・過去５年分の健診結果
と保健指導記録の確認、
課題の整理、支援計画
の立案
・事業所統計、生活習慣
統計、事業所の健康課
題等の確認と支援計画
の立案

・過去５年分の健診結果を表とグラフで表示
・生活習慣をレーダーチャートで表示
・事業所ごとの健診結果統計、生活習慣統計をグラフで表示
・生活習慣、既往歴・現病歴・家族構成、目標設定、指導者所感など
の記録
・特定保健指導のスケジュール管理機能

５年間の健診結果と保健指導記録を活用した保健指導

【保健指導の実施】
・行動変容ステージに基づく支
援
・上位目標、下位目標、具体
策の設定
・スモールチェンジを目指す保
健指導
【事業所へのアプローチ】
・事業所の健康課題について
担当者と話し合い

【保健指導の記録】
生活習慣、既往歴・現病歴・
家族構成、目標設定、指導
者所感、支援スケジュール
【訪問して得られた事業所
情報のまとめ】
職場環境、労働条件、職場
の雰囲気、人間関係、今後
の支援課題など

６か月後評価の実施
【個人に対する評価】　　目標の達成状況、行動変容ステージ、生活習慣等や腹囲、体重等の
　　　　　　　　　　　　　　　変化を評価し、対象者と共有して、次の健診までの目標について話し
　　　　　　　　　　　　　　　合う。
【事業所に対する評価】　事業所全体の特保、健康事業所づくりの取り組み状況について評価し、
　　　　　　　　　　　　　　　今後の計画について話し合う。
【事業に対する評価】　　①アウトカム評価　②アウトプット評価　③プロセス評価
　　　　　　　　　　　　　　　実施率、中断率、検査値の変化の前後比較、目標設定と検査値の変化、
　　　　　　　　　　　　　　　中断理由など、支部ごとに評価をして改善につないでいる。

健康保険委員の委嘱

広報、相談、各種事業等を推進していくため
に、各事業所で健康保険委員の委嘱を進めて
いる。（23年3月末には約66,000人）

個別相談や健診結果等から得た事業所の課題
について、戦略的に事業主にアプローチをして
健康職場づくりを働きかける。

特定保健指導非該当者へのアプローチ

支部独自の取り組みとして、事業所訪問による
特定保健指導の際に、特保非該当でリスクが
ある者に対して保健指導を行っている支部もあ
る。

重症化予防対策

優先度の高い受診勧奨対象者に対して、受診
勧奨をしている。治療中の者に対する保健指
導は、パイロット事業として実施。

健診結果データと医療費データを
活用し、事業所ごとに健診結果統
計と医療費統計を集計できるシス
テムを構築して、事業所勧奨に活
用

【研修体系】

【職位別研修】

　職位階層に合わせて、初任期・新任期・中堅期・リー
ダー期・管理期の者が身につけるべき能力（基礎能
力・問題解決力・指導力・マネジメント力）を示し、研修
プログラムを組んでいる。

【OJT】

　新任・ベテランに限らず、定期的に同伴指導訪問

を支部保健師が行っている。また、ロールプレイや事
例検討、情報交換を研修会や打合せ等で毎回行って
いる。期

【情報の共有】

　　事業所が各地に点在しているため、保健師等は事
業所へ直行直帰で保健指導を行う場合が多く、互いの
情報交換や事例の共有、相談が欠かせない。支部保
健師と毎日連絡・報告をするとともに、保健師同士も連
絡を取り合って情報の共有をしている。

人材育成

 

研修の種類 主催 主テーマ 

全国研修会 
本部 

企画力の強化 

ブロック研修会 スキルアップ 

支部内研修会 支部 
スキルアップ 

ＰＤＣＡを回す実践 

他機関主催研修会 外部機関 
スキルアップ 

新たな情報の習得 
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事例８ 医師会と保険者の協働による特定健診・保健指導の実施率向上 

     と重症化予防の取り組み  （東松山医師会病院健診センター） 
 

○医師会に集約された健診・保健指導データの分析と地域職域連携会議での課題共有  

○特定保健指導の実施率向上を目的とした利用勧奨                 

○特定保健指導の場を活用した受診支援による重症化予防の取り組み 

 

Ⅰ．東松山医師会病院健診センターの概要 

埼玉県東松山市にある東松山医師会病院は、比企医師会に所属する有志開業医によって

設立された東松山医師会が、保健・医療・福祉の連携推進のために地域の中核病院として

開設した、会員数 54人、職員数 220人の共同利用施設である。 

併設する健診センターでは、近隣市町村および事業所、学校などの健診事業に加え、平

成 20 年度より特定健診・保健指導事業の受託を開始した。 

 

Ⅱ．特定健診・保健指導における健診センターの位置づけ 

１．受託機関としての役割 

健診センターの特定健診・保健指導事業の受

託は、保険者のニーズに合った事業内容を協議

して締結する直接契約と、医師会や所属する健

診関連学会と各保険者間で締結されている集合

契約の 2 つの契約形態に基づいて実施している

（右図 8.1）。 

 

２．地域の中核病院としての役割 

近隣市町村および事業所のデータの大半が集約される健診機関であることから、地域全

体の現状分析を行い、その結果は健康増進の総合的な推進を図るための基礎資料としてい

る。分析されたデータは健診センターの事業の見直しに活用されるだけでなく、地域職域

連携会議などで保険者に提供している。 

平成 20 年度には健診センターで健診を受診した 18,080 名について、4 つの性・年齢

階級別に特定健診項目、標準的な質問票項目について、事業所、各市町村の傾向を分析し

た。特に、標準的な質問票項目の回答については、事業所と市町村間で、服薬歴、運動習

慣、ストレス、飲酒習慣、朝食の欠食に差が見られた。各市町村間ではモール型ショッピ

ングセンターや運動施設などが近年に建設された地域と農業が盛んな地域で運動習慣、肥

図 8.1 
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満、喫煙歴、行動変容ステージなどに差が見られ、地域全体の課題、各保険者の取り組む

課題を明確化するための参考資料とした。 

 

Ⅲ．医師会における特定健診の実施状況 

１．実施体制 

特定健診は、市町村の保健センターで実施される集団健診、医師会に所属する開業医の

医療機関で実施する個別健診のほか事業所の定期健診、人間ドック、生活習慣病予防健診

などの特定健診に置き換えられる健診としても実施している。 

集団健診は、医師 2人、臨床放射線技師 1 人、臨床検査技師 3 人、看護師 4 人、事務 7

名が 1日あたり最大で 300 人の健診を実施し、健診の種類や項目により最大実施人数およ

び必要スタッフ数が変動する。健診後は、専門医による読影や検査結果の判定および結果

報告書を作成し、約 2 週間で結果報告書を返却している。結果報告書には個々に合わせた

情報を記載し、保険者の依頼に応じて階層化リスト、電子データの提供を行っている。 

 

２．実施件数 

健診センターでの特定健診の実施件数は表 8.1 のとおりである。市町村国保との契約は

近隣 6 市町村と締結しており、実施件数は増加傾向にある。平成 20 年度は特定健診・保

健指導制度が手探り状態だったことや地域住民への周知不足もあり、実施件数が少なかっ

たと考えられる。平成 22 年度以降は集団健診を年に 2 度実施し、受診率の向上を図って

いる。 

表 8.1 特定健診の実施件数            （人） 

 
国民健康保険組合 

健康保険組合、 

協会けんぽ、共済組合等 

特定健診 その他 計 特定健診 その他 計 

平成 20 年度 6,515 329 6,844 1,123 7,910 9,033 

平成 21 年度 7,532 358 7,890 818 7,696 8,514 

平成 22 年度 7,638 423 8,061 597 7,760 8,357 

平成 23 年度 7,789 455 8,244 533 7,850 8,383 

 

３．情報提供の充実への取り組み 

特定健診の結果報告書には、健診結果や標準的な質問票項目を元に個々に必要な情報を

載せ、最低限の情報提供を行っている（参考資料 8.1、参考資料 8.2）。 

医師会に所属する開業医の医療機関で特定健診を受診した場合も、開業医の希望があれ

ば同様の報告書を作成して提供するとともに、各保険者では、健診結果説明会や健康教室

などで独自の情報提供を行っている。 

65



 

 

 

①情報提供レベル 

 

②積極的支援レベル 

 

 

 

 

参考資料 8.1 情報提供例         参考資料 8.2 情報提供例（個別用） 
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